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4. 受講報告について                           

　　資料ｐ１～

　　資料ｐ27～

資料　ｐ３６
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条例等の名称一覧表 

＊条例・要綱 

（介護老人保健施設） 

「新潟市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例」 

(平成２４年１２月２１日条例第９１号） 

 

（（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーション） 

「新潟市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例」 

(平成２４年１２月２１日条例第８８号） 

 

「新潟市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例」 

（平成２４年１２月２１日条例第９２号） 

 
＊基準省令 

（介護老人保健施設） 

「介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準」  

（平成11年厚生省令第40号） 

（（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーション） 

「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」 

（平成11年厚生省令第37号） 

「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」 

 （平成18年厚生労働省令第35号） 

  

＊解釈通知 

（介護老人保健施設） 

「介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について」 

（（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーション） 

 (平成 11 年 9 月 17 日老企第 25 号，一部改正) 

 

 

 

 

 

 
 

※新潟市ホームページからご覧になれます。 

「新潟市ホーム」→「市政情報」→「条例・規則・要綱・公表」→「条例・規則」

→「新潟市例規集」→「新潟市例規集（外部サイト）」で「新潟市指定居宅サー

ビス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例」を検索 

※厚生労働省ホームページからご覧になれます。 

「厚生労働省ホーム」→「政策について」→「分野別の政策一覧」→「福祉・介護」

→「介護・高齢者福祉」→「施策情報」の「介護報酬」→「令和３年度介護報酬改

定について」 
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参考考資料掲載 ホームページ 

 

＊介護サービス関係Ｑ＆Ａについて 

「人員・設備及び運営基準」及び「報酬算定基準」等に関するＱ＆Ａが、厚

生労働省ホームページに掲載されています。Ｑ＆Ａは、各種法令や告示、通

知において規定されている事項について、個別具体的な運用方法を規定した

ものとなりますので、各種法令等と併せてご活用ください。 

 

 

 
 

＊各種加算等自己点検シート及び各種加算・減算適用等一覧について 

 上記シート及び一覧が厚生労働省ホームページに、サービス種別ごとに掲載さ

れています。介護給付費算定の際に活用し、過誤防止に役立ててください。 

 

 

 
 

※厚生労働省ホームページからご覧になれます。 

「厚生労働省ホーム」→「政策について」→「分野別の政策一覧」→「福祉・介

護」→「介護・高齢者福祉」→「施策情報」の「介護サービス関係Ｑ＆Ａ」 

※厚生労働省ホームページからご覧になれます。 

「厚生労働省ホーム」→「政策について」→「分野別の政策一覧」→「福祉・介

護」→「介護・高齢者福祉」→「施策情報」→「介護保険施設等実地指導マニュ

アルについて」→「各種加算等自己点検シート」及び「各種加算・減算適用要件

一覧」 
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資料４ 
 

 
 

・介護サービス事業所等における事故報告の取扱いについて（通知）・・・・・・・・ 

      平成 24 年４月 24日付け新介第 188 号 新潟市福祉部介護保険課長通知 

 

・社会福祉施設等における感染症・食中毒対策について（お願い）・・・・・・・・・ 
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その他資料
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［指導の主な観点］
宿泊者、日中の一時的な利用者にかかわらず、利

用定員が守られていること。

［主な指摘事項］
・災害、虐待その他のやむを得ない事情があると認
められないにもかかわらず、利用定員を超えて利用
者を受け入れていたので、今後このようなことがな
いよう、適切に運営してください。

・日中の一時的な時間であっても、定員を超えて利
用者を受け入れることは認められないので、定員内
での受入れとしてください。

定員の遵守に関すること（短期）

15

定員の遵守に関すること（短期）

◆



（原因）
・利用者家族からの強い要望があり、良かれと思い
利用定員を超過して受け入れてしまった。
・日中、一時的に利用者が定員を上回ることがあっ
たが、宿泊者が定員内であれば問題ないと考えてい
た。

・ 定員超過は重大な運営基準違反です。

たとえ利用者家族から強い要望があっても、本人
のみならず他の利用者に対しても十分なサービス提
供が行われなくなることから、その旨を十分説明し、
理解を得てください。

・ 利用者の入所日と退所日が重複（午前受入・午
後退所）することにより、一時的に利用者が定員を
上回る「日中定員超過」についても、災害、虐待そ
の他やむを得ない事情がある場合を除いては認めら
れません。
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関連通知　社会福祉施設等における感染症・食中毒対策について（お願い）
資料ｐ４０～
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関連通知　介護サービス事業所等における事故報告の取扱いについて（通知）
      令和3年4月9日付け新介第94号　新潟市福祉部介護保険課長通知　資料ｐ３８～
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介護報酬
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市長 （介護保険課指定係）
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新 介 第 ９ ４ 号 
令 和 ３ 年 ４ 月 ９ 日 

 
介護保険サービス事業所等管理者 様 
 

新潟市福祉部介護保険課長   
 
 

介護サービス事業所等における事故の取り扱いについて（通知） 

 
平素より、本市介護保険行政にご協力いただき、厚くお礼申し上げます。 
標記のことについて下記のとおり取り扱いますので、ご確認いただくようお願いし

ます。 
 
１ 報告対象について 
  （１）サービス提供中に事故やケガ等が発生したとき 
    ①死亡に至った事故 

②医師（施設の勤務医、配置医を含む）の診断を受け投薬、処置等何らか

の治療が必要となった事故 
（２）災害、盗難、傷害事件、個人情報紛失等利用者に影響を及ぼすような事象

が発生したとき 
（３）管理者の判断により、報告が必要と認めたとき 

① 警察等外部機関が関与したもの（不自然死、自殺、行方不明等） 
② 報道機関に情報が伝わる可能性のある又はすでに伝わっているもの等 
 

２ 報告内容（様式）について 
原則、別紙様式を使用すること。 
なお、電子メールにより提出する場合は個人情報を扱うため、別途連絡している

パスワードを設定し、提出すること。 
 
３ 報告期限について 

第１報は、少なくとも別紙様式内の１から６の項目までについて可能な限り記載

し、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に提出すること。 
その後、状況の変化等必要に応じて、追加の報告を行い、事故の原因分析や再発

防止策等については、作成次第報告すること。 
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なお、下記の（１）～（３）の場合は電話で速やかに第１報を行うこと。 
（１）サービス提供中の事故やケガ等のうち、利用者が死亡又は意識不明等重篤な

状態となっている場合 
 （２）利用者に影響を及ぼすような事象のうち、個人情報を紛失した場合 

（３）警察等外部機関が関与した場合・報道機関に情報が伝わる可能性のある又は

すでに伝わっているもの場合 
 
≪連絡先電話番号≫  新潟市介護保険課   025-226-1273 

〒951-8550 新潟市中央区学校町通 1 番町 602 番地 1 
新潟市福祉部介護保険課介護給付係 
TEL：025-226-1273 FAX：025-224-5531 
E-mail：kaigo@city.niigata.lg.jp 

（問い合わせ先） 

※ 閉庁日等，上記電話番号が通じない場合は 

新潟市役所代表電話番号  025-228-1000  

   ⇒ 警備員が応答しますので，介護保険課へ緊急連絡の旨伝えてくだ

さい。 
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 事故報告書 （事業者→新潟市）
※第１報は、少なくとも1から6までについては可能な限り記載し、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に提出すること
※選択肢については該当する項目をチェックし、該当する項目が複数ある場合は全て選択すること
※個人情報紛失等のその他の報告の場合もこの様式に倣って報告すること

☐ 第1報 ☐  第 報 ☐ 最終報告 提出日：⻄暦  年  ⽉  日

事故状況の程度 ☐ ☐ 入院 ☐ 死亡 ☐ その他（ ）

死亡に至った場合
死亡年⽉日

⻄暦 年 ⽉ 日

法人名

事業所（施設）名 事業所番号

サービス種別

氏名・年齢・性別 氏名 年齢 性別： ☐ 男性 ☐ 女性

サービス提供開始日 ⻄暦 年 ⽉ 日 保険者

住所 ☐ 事業所所在地と同じ ☐ その他（

☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐
要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 自立

☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐
Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M

発生日時 ⻄暦 年 ⽉ 日 時 分頃（24時間表記）

☐ 居室（個室） ☐ 居室（多床室） ☐ トイレ ☐ 廊下

☐ 食堂等共用部 ☐ 浴室・脱衣室 ☐ 機能訓練室 ☐ 施設敷地内の建物外

☐ 敷地外 ☐

☐ 転倒 ☐ 異食 ☐ 不明

☐ 転落 ☐ 誤薬、与薬もれ等 ☐ その他（ ）

☐ 誤嚥・窒息 ☐ 医療処置関連（チューブ抜去等）

発生時状況、事故内容の
詳細

その他
特記すべき事項

発生時の対応

受診方法 ☐  施設内の医師(配置医含む)が対応 ☐ 受診
(外来･往診)

☐ 救急搬送 ☐ その他（ ）

受診先

診断名

☐ 切傷・擦過傷 ☐ 打撲・捻挫・脱臼 ☐ 骨折(部位：                 )

☐ その他（                                             ）

1事故
状況

2
事
業
所
の
概
要

所在地

受診(外来･往診)、自施設で応急処置

3
対
象
者

）

身体状況

要介護度

認知症高齢者
日常生活自立度

4
事
故
の
概
要

発生場所

事故の種別

その他（              ）

連絡先（電話番号）

5
事
故
発
生
時
の
対
応

医療機関名

診断内容

1/2
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検査、処置等の概要

利用者の状況

☐ 配偶者 ☐ 子、子の配偶者 ☐ その他（ ）

⻄暦 年 ⽉ 日

☐ 他の自治体 ☐ 警察 ☐ その他

自治体名（ ） 警察署名（ ） 名称（ ）

本人、家族、関係先等
への追加対応予定

6
事
故
発
生
後
の
状
況

家族等への報告

9 その他
特記すべき事項

報告した家族等の
続柄

連絡した関係機関
(連絡した場合のみ)

7 事故の原因分析
（本人要因、職員要因、環境要因の分析）

（できるだけ具体的に記載すること）

8 再発防止策
（手順変更、環境変更、その他の対応、
再発防止策の評価時期および結果等）

（できるだけ具体的に記載すること）

報告年⽉日

2/2
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別紙様式１  ※送信票不要

                         報告日   年   月   日

 施設名               

                        報告者職・氏名           

                        電話番号              

FAX

インフルエンザ様
よう

・感染性胃腸炎等の発生報告

  年   月   日（  ） ～    年   月   日（  ）分

一週間の

患者合計数

（５名以上）

その内訳（人数）

発
生
者
内
訳

利用者

インフルエンザ

感染性胃腸炎

その他

職員

インフルエンザ

感染性胃腸炎

その他

※ ５名以上の有症状者がある場合，集団発生につながる可能性があることを

  念頭に置き，人数，症状，施設の対応等を別途保健所までお電話ください。

保健所 保健管理課 感染症対策室  ０２５－２１２－８１９４ 

               ＦＡＸ  ０２５－２４６－５６７２

１週間分の発生を合計して５名以上の有症状者がいる場合に報告してください。 
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ご清聴 

ありがとうございました 
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